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読
仮釈放制度における特別遵守事項と
行政上の附款についての若干の考察
松 本 紀 昭
(はじめに)
筆者は､平成13年度から6年間､法務省関東地方更生保護委員会委員と
して仮釈放の処分決定などの職務を行う機会を得た｡周知のように､仮釈
放については､刑法や犯罪者予防更生法 (当時)などの法令により規定さ
れている｡仮釈放決定に至る過程の中で最も重要な機会となる被収容者に
対する委員面接においては､関係法令 ･通達等を規準としつつ､｢改俊の
状がある｣と認めるに足りる心証が得られるか否かを審理する｡そうした
心証を得た場合には､主査委員として特別遵守事項を含む決定書案を作成
し､委員会議に諮る｡委員会は､総合的かつ慎重に合議し､最終的に仮釈
放について処分決定をすることになる｡結果的には裁判所の判断を行政庁
が実質的には修正することになり､責任の重大さを痛感することがしばし
ばあった｡幸い､全般的には他の委員や事務局の協力 ･支援を得て､職責
を全うできたのではないかと思う次第である｡
筆者は､今回､白鴎大学法科大学院において実務家教員として行政法に
ついて講義する機会を与えられたこともあり､本稿は､そうした地方更生
保護委員会における貴重な諸経験を振り返り､行政法という観点をも含意
する外部からの目で､仮釈放制度の一端について考察するものである｡
64 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
1 仮釈放の法的性質
(1) 仮釈放制度は､刑の執行猶予制度が罪を犯した者に対して必ず罰する
こととはしない仕組みであるのと同様に､刑事政策的な視点から､自由刑
の執行を受けている被収容者を一定の場合に刑期満了に先立って釈放する
制度である(1)(2)(3)｡
(2) 法律は､懲役または禁鏑に処せられた者に改俊の状があると認めら
れる場合に､｢行政官庁｣の処分をもって行われる仮釈放制度を用意した
(刑法28条､犯罪者予防更生法 (以下 ｢予防更生法｣という｡)29条､31条)｡
この行政官庁は､地方更生保護委員会である (同法12条 1項 1号)(4)｡仮
釈放制度は､行政庁に対して､司法機能を実質的には刑事政策的観点から
一部修正する機能を認めるものであり､地方更生保護委員会はきわめて重
要な権限を付与されていることになる(5)0
仮釈放処分の法的性質は､講学上の設権行為であると考えられる｡すな
わち､仮釈放については､刑事施設の長から申請が行われることを前提
にしており (同法29条)､被収容者には申請権が認められていないなど､
行政内部での措置としていること(6)､また､仮釈放の許可決定をする際に
は､釈放の日を定め (仮釈放､仮出場及び仮退院並びに保護観察等に関す
る規則 (以下 ｢規則｣という｡)36条1号)､矯正施設の長に対して通知し
(仮釈放､仮出場及び仮退院並びに保護観察等事件事務規程 (以下 ｢事
務規程｣という｡)28条)､これを受けて矯正施設の長は釈放すべき日の午
前中に釈放しなければならない (刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法
律 (以下 ｢処遇等法｣という｡)126条1号)こととされている点などから
見れば､手続的に厳格な履行の仕組みが用意されているものであり､轟束
性が強く､行為類型としては設権行為と見るのが妥当であろう｡
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2 特別遵守事項の法的性質
(1)仮釈放にあたっては､遵守事項が付される｡平野龍一 『矯正保護法』
104貢では､｢一般遵守事項は､保護観察の遵守事項であるが､特別遵守事
項は仮釈放の条件とされており､地方委員会 〔-地方更生保護委員会〕が
定めることになっている｡しかし､その効果の点では両者に差異はない｡｣
とされている(7)(8)｡
(2)仮釈放の処分決定は､形成的な効力を与えるものであるが､取消事由
に該当した場合には取り消され得る (刑法29条1項)(9)(10)｡したがって､
特別遵守事項については､仮釈放処分決定を設権行為と見た場合､一定の
作為 ･不作為義務を課し､その遵守違反があれば､｢取り消すことができ
る｣(同法29条1項4号､予防更生法44条2項)としていることから､法
定附款のうち､負担と撤回権の留保の性質を併有するものと理解すべきで
あろう(ll)｡後に見るように､近時､性犯罪者に対して性犯罪者処遇プロ
グラムを受講する義務を課し､達反する場合､取り消される旨を特別遵守
事項として明記するようになっているが､これは､附款としての効果が発
揮され､仮釈放制度のねらいである ｢犯罪をした者の改善及び更生｣が確
保されるようにするため､新たにとられた行政上の対応である｡
3 関連する裁判例
仮釈放制度や特別遵守事項については､行政法の立場からは1および2
で見たように理解すべきこととなるが､仮釈放処分についてその性質が裁
判において問題とされた例はなく､また､行政法の立場から論じたものも
少ないようである｡関連する裁判例を 『刑事判例索引集』刑法編 ･諸法編
と 『判例体系 (第二期版)』から渉猟してみたが､掲載されているものは
当然のことながら刑事法関係の事案である｡その中で､行政法という視点
から見て次の2件が興味ある事例といえるので､これについて若干考察し
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ておこう(12)0
(1) 信書の発受に関する制限について違法とされた事例
本件は､刑務所長のした解除条件付発信不許可処分が違法ではあるが過
失がないとされた事例である (大阪地裁昭和43年9月16日判決 〔昭和36年
(行)77号､同38年 (ワ)2784〕判例タイムズ227号224頁)｡
① 事案の概要は､次のとおりである｡
殺人罪により懲役10年の刑に処せられ､大阪刑務所第四区に収容され服
役していた原告が､妻の弟夫婦に子供が生まれる予定であり､名づけ親に
なってほしい旨頼まれていたため､妻宛に官製封掘はがきに細かい字で書
いた書信を同刑務所第四区書信係に提出して発信許可を求めた｡
同区長は､｢通信文の内容がぎっしりと書き込まれていて読みにくく､
文章の論旨がはっきりせず神がかり的なものが書いてあり､受刑者の教化
改善を図る矯正の場としての刑務所が許可するにふさわしくないが､原告
は前記のような性格 〔｢原告は自分のすることに誤りはなく､自分の考え
はいつも正しいと信じて自説を固執し､同刑務所の職員から説得を受けて
も容易に考えを変えない態度をとっていた｣と認定されている｡〕である
ため訂正するよう命じてもこれに応じないと考え､同刑務所保安課長と相
談した結果このような神がかり的な手紙を原告の妻宛に送って迷惑をかけ
るのは同刑務所としては好ましくなく､また内容不明の書信によって一月
に一回しか許されない発信を費消してしまうのは原告にも気の毒であるの
で､従来から一月又は二月に一度くらいの割合で原告に面会にやって来て
いた原告の妻の意見を聞いて､同人が受領するというのであれば発信を許
可することに決め､とりあえずは発信許可の決定を留保することにした
が､原告に対してはこのことについて何等説明をしなかった｡｣
翌月も､同様の信書の発信許可を求めたが､同区長は､｢元の二月分の
手紙と同様に､名宛人である原告の妻が受取ることを承諾するのであれば
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発信を許可することとし､原告の妻が来るまで発信を留保することとし
た｡しかしながら同区長は原告にはこの旨を告知しなかったので､原告は
三月分の信書も当然発信され､妻に届いているものと考えていた｡｣
こうした ｢事実によれば､第四区長Hは原告のこれらの手紙について面
会に来る予定の原告の妻の意見を聞いた上で同人が受取るといえば発信を
許可することに決めたのであるが､妻が近日中に原告に面会に来る見込は
なかったのであるから､実際には発信を不許可にしたものとみるべきであ
り､ただもしも妻が面会に来て受領の意向を表明すれば改めて発信を許可
するという条件 (解除条件)を付したもので､二月分及び三月分の手紙に
ついてそれぞれ解除条件付不許可処分をなしたものと解せられる｡｣
｢ところで､原告の二月分の手紙の内容の大部分は､その当時の原告独
自の思想 ･心境を吐露するものであって､これと併せて義弟夫婦の間に生
れて来る子供の名前をいくつか記載したものであり､三月分の手紙は､妻
への安否を問う外､その大部分において､原告の当時の心情を妻に向って
説いたもので､いずれもその大部分において､原告独自の､一般人には理
解困難な思想心境が盛り込まれているが､原告の心情を心得た妻宛の手紙
であること､第三者に危害を加えるような内容ではないこと､行刑累進処
遇令第六三条によって認められている回数内の発信であること､原告の教
化をさまたげ又は刑務所内の秩序を乱す原因となるとは認められないこと
等に照らして､刑務所長においてこれを不適当としてその発信を許さない
(監獄法第四七条一項)とすべきものではない｡またその形式について
は､いずれも細かい字で書かれてはいるが通常人が判読できないものでは
なく (同刑務所の書信係はこれらを抜害した写を作成している)､検閲そ
れじたいが困難であるといえない｡また宛先は正しく記入されているので
あり､宛先が幾分判読しにくいものではあるが､郵便に付しても名宛人に
届かないという虞れは比較的少ないものと認められる｡従って大阪刑務所
長の補助者である第四区長Hがこの手紙二通の発信を解除条件付であるに
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せよ不許可にしたのは違法な処分であったといわねばならない｡｣(13)
② 本件は､仮釈放そのものが問題になったわけではないが､刑務所内
の処遇実態の一端を知ることができるなど､貴重な事例である.信書の発
信については､手紙の内容が分かりづらいものである､また､内容の一部
にやや穏当さを欠く記述がなされているなどとして保留とされた｡施設側
としては､面会に訪れる予定の妻が受け取る意思を表明すればこれを認め
ると判断したものである｡
裁判所は､この発信を認めなかった措置に対して合理的理由が認められ
ず､違法であるが､その理由としては､実質的に不許可処分であり､妻が
書信の受取りを応諾することがその解除条件であるとした｡しかし､施設
側としては､被収容者の性格などをも考慮した結果､妻が応諾すればその
時点で手交すれば足りるという判断のもとに発信の決定およびその告知を
延伸したにすぎないというのが事実であろう｡したがって､その状態が違
法であるかどうかを判断すれば足りる事案であると考える｡
信書の発受は､被収容者にとって基本的な権利であり､現在は､懲罰事
由があるなど特別な場合のほか､裁量的に制限することは許されないとさ
れている (処遇等法93条)｡
(2) 凶悪事案に関する仮釈放の是非について意見が付された事例
(彰 本件は､強盗強姦､強盗殺人等の事案について､無期懲役刑が言い
渡されたうえ､本件被告人に対する仮釈放の運用については､事案の内
容､重大性､悪質性等の諸事情を十分に考慮した慎重な運用を行う必要が
ある旨の意見が付された事例である (大阪地裁平成16年2月4日判決 〔平
成15年 (わ)4520〕判例時報1850号159頁)(確定)0
｢本件に至る経緯は､被告人の供述するところによると､路上でぶつかっ
た被害者の謝罪の態度が気に入らなかったことから､改めて謝罪をさせよ
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うと考えて､その跡を追いかけているうちに､遊興費等を得るために同女
から金品を奪おうと思うようになり､被害者の後に続いて同女宅に侵入す
ることに成功したが､同女に顔を見られたことから､自己の犯行を隠ペい
するためには同女を殺害するしかないと思うに至り､更にどうせ殺してし
まうのだから強姦しても構わないなどと考え､判示第一の犯行に及んだと
いうのであるが､そのような経緯､動機に酌量の余地は全くない｡かえっ
て､以上の如き短絡的で偏った思考には､被告人の生育歴に根ざすと思わ
れる根深い問題性が窺われる｡
以上に加えて､本件のごとき凶悪犯罪が地域住民及び一般社会に与えた
衝撃､影響も無視し得ないことなどを併せ考慮すれば､被告人の刑事責任
は誠に重大であるというはかない｡
したがって､被告人が捜査段階から一貫して自白して､被告人なりに反
省の態度を示し､被害者の冥福を祈っていること､本件犯行に一定の計画
性が認められることは前記のとおりであるものの､これが用意周到に計画
されたものであるとまではいい難いこと､二一歳という若年であって前科
もなく､その人格に改善更生の余地が認められないわけではないと思われ
ること､被告人の姉が被告人の改善更生を願っていることなどの被告人に
有利な情状にかんがみても､被告人を無期懲役に処し､終生､反省悔悟の
日々を送り､被害者の冥福を祈り､人の生命及び人格の尊厳に思いを致す
べきことをもってその罪を償わせるのが相当である｡｣
判決理由の最後には次の指摘がある｡｢なお､刑法上､無期懲役刑につ
いても仮出獄制度が認められているのであるが､本件被告人については､
前記のとおりの事案の内容､重大性､悪質性､被害者遺族の峻烈な処罰感
情などの諸事情を十分に考慮した慎重な運用を行う必要があるものと考え
る｡｣(14)
(参 現行法上､無期懲役者も仮釈放対象者となり得る (刑法28条)こと
J
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から､凶悪事件を惹起した者に対して仮釈放の申請がなされた場合､現実
問題として､これをどのように取り扱うべきかは難しい問題となる｡こう
した点に関しては､｢更生保護のあり方を考える有識者会議会議｣報告書
(平成18年6月27日)による ｢更生保護制度改革の提言｣(以下 ｢提言｣
という｡)が参考になる｡
その中で､｢特定の問題性を抱える保護観察対象者に対して実効性の高
い積極的な処遇を行うためには､今後､これら対象者の問題性等に応じ､
科学的 ･体系的な処遇プログラムを義務付けて､これを適切に実施してい
くことが必要である｣としている点 (提言14頁)が注目される (15)｡
性犯罪については､すでに､罪名にかかわらず性的な動機に基づいて犯
罪を惹起した成人男性全員 (仮釈放者 ･保護観察付執行猶予者)を対象と
して保護観察所において ｢性犯罪者処遇プログラム｣が実施されている｡
仮釈放者に関しては､｢特別遵守事項｣としてプログラムの受講を義務づ
けたうえ､これに違反する場合､仮釈放が取り消されることがある (16)｡実
際に､こうしたプログラムを受講することを仮釈放決定の際に特別遵守事
項において義務づけ､違反した場合には取り消されることがある旨､明示
するようになっている｡こうした措置を講ずることで､附款としての特別
遵守事項の役割が明確化され､違反がある場合､仮釈放処分も取り消しや
すいものとなり､行政手続的にも安定した効果をもたらすことになる｡た
だ､今後の課題としては､仮釈放制度内におけるPlan-Do-Seeの過程の中
では､再犯に及ぶことなく改善更生に向けて努力するように指導監督して
いくSeeの過程の充実がより重要になるものであり､特に､このために
は､保護観察官態勢の充実など､行政組織法的措置が必要であることを指
摘しておかなければならない｡
(最後に)
今回､仮釈放制度について行政法の立場から考察しようとしたが､刑事
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政策的文献は多いものの､予想以上に行政法の視点からの論考に触れる機
会がなかったところから､本テーマに関しては他日を期したい｡本稿に関
しては､法務省保護局笠原和男観察課長から貴重な教示を得たことを記し
て感謝したい｡
また､かねて､地方更生保護委員会に関しては､｢関係者が､内輪で国
民の目に触れない形で判断していると言われても反論が難しい実情｣と
されている (提言7頁)(17)｡こうした点で､今後､行政手続法の適用除外
が問題となる可能性があることを指摘せざるを得ない｡仮釈放の処分およ
び行政指導に関しては､同法の適用が除外されている (予防更生法48条の
5)｡しかし､一般的に行政に対しては透明性の確保や説明責任の徹底が
要請されており､仮釈放についての申請を棄却 (同法31条)したり､希望
日を大幅に延伸して許可決定 (規則36条1号)をする場合には､被収容者
の申請権の有無問題とも関連するが､行政手続法2条4号にいう ｢不利益
処分｣に相応するものと観念して､何らかの形で理由を開示することが求
められるようになると考えるべきである｡この結果､いずれ､審理票 (18)
の全部または一部の公開が要求されることになろう｡筆者の人事院におけ
る公平審理の経験からしても､当面､そうした要請に応えるためには審理
票の作成基準(19)を策定することが喫緊の課題であることを指摘しておき
たい｡
いずれにしろ､保護観察の重要性を再認識し､その担い手としての自覚
を新たにする関係者の熱意に期待する次第である(20)0
(1) 平野龍一 『矯正保護法』96頁は､仮釈放を ｢受刑者を条件つきで仮りに釈放し､一
定期間この条件を遵守したときは刑の執行が終ったとみなす制度である｡刑の執行猶
予が刑を執行する前の条件付釈放であるのに対し､仮釈放は､刑の一部を執行した後
の条件付釈放｣と見ている｡また､香川達夫 『注釈刑法 (1)』227頁においても､｢刑
期--満了前に条件付でこれを釈放する制度をいう｡条件付であるところから､仮釈
放はまた条件付釈放ともよばれる｡｣とされている｡なお､この点に関しては､吉永
豊文 『大コンメンタール刑法第-巻』499頁を参照｡
これまで法令上､｢仮釈放｣は､｢仮出獄､仮出場又は仮退院｣の包括概念として､
用いられていた｡平成17年5月､監獄法が全面改正されて刑事施設及び受刑者の処遇
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等に関する法律に改められたことに伴い､｢仮出獄｣は ｢仮釈放｣に置き換えられて
いる｡本稿は､行政法の視点から考察するものであるため､仮釈放を仮出獄に相応す
るものに限定して用いている｡また､その後､平成19年6月､犯罪者予防更生法と執
行猶予者保護観察法を整理 ･統合する更生保護法が新たに制定されているが､本稿
は､そうした改正前の平成18年7月1日現在の更生保護関係法令に則して記述してい
る｡
更生保護法制定の経緯などに関しては､『法律のひろば』(以下 ｢ひろば｣とい
う｡)2007年8月号特集 ｢これからの更生保護｣､鎌田隆志 ｢更生保護法｣ジュリスト
1340号66頁が参考になる｡
(2) 委員面接において､責任の重大さを感じる一例として､被収容者が､判決の中で認
定 ･指摘されている事実と異なる発言をし始めた場合の対応があげられる｡実際に
は､委員の関心を引こうとする場合が多く､矛盾点などを指摘していくと､最終的に
はこれを認め､謝罪するのがほとんどである｡しかし､一部の事実の認定に納得でき
ないなどと主張して､悔悟の情 (規則32粂1号)があるのか疑問を感ずることもあ
る｡こうした場合には､家族などとの面会時における発言や書信のやりとりを精査し
ていくと被収容者の心情が吐露されていることが多いところから､それらの内容を手
がかりに､時には､複数回の面接を行いながら､よく背景事情を聞き出し､さらに施
設側職員からの事情聴取などによって､施設内で更生の意欲がどの程度形成されてい
るかを確認しているところである｡その結果､心から犯行を悔い､更生の意欲が感じ
られるなど､本当に改心の状があると信じられるに至ったときには､合議に諮るよう
にした｡そうした主査委員としての面接時における対応一般については､鈴木昭一郎
『更生保護の実践的展開』247頁が参考になる｡
なお､更生保護法が制定され､仮釈放等の審理の充実という観点から規定が整備さ
れたとする点に関しては､小新井友厚 ｢更生保護法の概要｣前掲ひろば26頁を参照｡
(3) 平野前掲101頁は､地方更生保護委員会の ｢三人の委員は､単に矯正保護の専門家
だけでなく､裁判官 ･検察官 ･弁護士､あるいは一般社会人など､各層の意見を代表
するものによって構成される必要がある｣としている｡実務も､多様な職業経験者を
加えるするなど､そうした要望に対応し始めている｡なお､この点に関しては､藤本
哲也 ｢更生保護法成立の意義｣前掲ひろば9頁を参照｡
(4) 地方更生保護委員会は､法務省本省に置かれる地方支分部局とされている (法務省
設置法15条)｡その理由は､おそらく地方更生保護委員会の所掌事務の一つとして煤
護観察所の事務の監督が掲げられている (予防更生法12条2項)ことを重視したため
であると思われる｡この点に関しては､沿革的な経緯もあろうが､純理論的には同法
同条1項に本務的に規定されている ｢刑法28粂日日にいう行政官庁｣という一種の準
司法的役割を純化させて国家行政組織法上､いわゆる3条機関としての委員会ないし
同法8条の ｢重要事項に関する調査審議､その他学識経験を有する者等の合議により
処理することが適当な事務をつかさどらせるための合議制の機関｣として位置づける
考え方もあり得ると思われる｡この場合､保護観察所の事務の監督官庁としての役割
を行う機関が別途必要となる｡この機関は､当然､地方支分部局の位置づけとなる｡
ただし､今回､予防更正法では12条1項に掲げられるものの外として同条2項に掲
げられていた ｢保護観察所の事務の監督に関する事務｣が､更生保護法制定に際し､
同法16条1号の ｢刑法28条の行政官庁｣の役割に関する規定と並列的に8号として
｢保護観察所の事務を監督すること｣と規定されていることが注目される｡これは､
地方更生保護委員会を保護観察所関連の業務により深く関わらせる趣旨なのであろ
う｡これまでの中央更生保護審査会の位置づけの変遷から見ても､こうした傾向は強
くなるものと思われる｡なお､この点については､『法務沿革誌第-巻』181､185､
456頁を参照｡
(5) 仮釈放制度全般については､石原明他 『現代刑事政策』242貢､加藤久雄他 『刑事
政策』167頁､岩井敬介 ｢仮釈放と保護観察｣321頁 (『現代刑罰法大系7･犯罪者の社
会復帰』所収)などが参考になる｡
(6) 平野前掲102頁も､被収容者に申請権がないとする (なお､同98貢も参照のこと｡)｡
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したがって､申請の結果､地方更生保護委員会によって棄却されたとしても､当該被
収容者は､中央更生保護審査会に対して不服審査請求をすることはできないことにな
る｡なお､審理が地方更生保護委員会の職権で開始される場合がある (予防更生法29
条2項)C
(7) 本稿では､特別遵守事項に限定して考察している｡菊田幸一 『犯罪学五訂版』421
頁は､仮釈放の条件という項において､｢仮釈放を許された者はすべて保護観察 (二
号観察､三号観察)に付され (犯更 〔本稿では､予防更生法｡以下同じ｡〕三三条以
下)､一般の遵守事項 (犯更三四条二項)と地方更生保護委員会の定める特別遵守事
項 (犯更三八条一項)を守ることが誓約させられる｡｣としている｡
なお､文化財保護法53条4項も､重要文化財の公開に関する許可に対して付した条
件に従わなかったときには取消しなどを行うことができるとしている｡
(8) 特別遵守事項などについては､近時､更生保護をより実効性あるものにするため､
大いなる見直しの時機にある｡更生保護法の制定がその基本となるが､この点に関し
ては前掲ひろば収録論文が参考になる｡特に､特別遵守事項については､前掲小新井
論文22頁､鎌田論文68頁を参照｡
(9) この取消は､仮釈放の処分決定が原始的には畷庇なくなされている以上は､後発的
事由を根拠に行われるものであるので､講学上､撤回と理解すべきこととなる｡
(10) 地方更生保護委員会が決定をもってした処分については中央更生保護審査会に対し
て不服審査請求をすることができる (予防更生法49条)｡訴訟との関係では不服申立
前置主義がとられている (同法51条の3)O
(ll) 附款については､法律による行政の立場を厳密に理解し､附款論不要や法定附款を
不要とする見解があるが､一般的には､附款概念の有用性を認めており､この立場か
らは本文で見たような理解になるものと思われる｡藤田宙靖 『行政法 Ⅰ (総論)第四
版改訂版』202頁､塩野宏 『行政法 Ⅰ第四版』165頁参照｡
(12) 仮釈放についての裁判例が少ないのは､被収容者にとって､仮釈放が認められるに
しても､その期間は一般的にはそれほど長くはないため､裁判で争う時間的余裕がな
いこと､また､社会復帰後の生活について考えることを優先し､無用の混乱を回避し
ようとする傾向があることが原因であろう｡裁判例として紹介する2件は､懲役10年
と無期懲役の事案である｡
(13) 裁判所は､処分の違法性を認めたものの､国の賠償責任については､次のように判
断して､第四区長の過失を認めなかった｡
｢しかしながら､監獄法第四七条第-項は､信書の発受をもって ｢不適当卜認ム
ルモノ｣は許可すべきでない旨規定しており､何をもって ｢不適当｣というべき
かは一義的でなく､信書検閲の取扱に際してのその解釈基準は､被告刑務所長側
内部においても､明白にされておらず､その判断は微妙なものがあるというべ
く､他方､右手紙はいずれも､その大部分において､信書としてきわめて特異か
つ晦渋なものであり､とくに後者の手紙の文言中には､ある第三者を殺すことが
できたら自分は極刑を受けてもよい旨の部分があるのであって､前記Hが右手紙
二通を一応 (妻が受領することを解除条件として)原告の教化改善上著るしい支
障があり､したがって発信を不適当とする､と誤って判断したこと､つまり裁量
権の限界を超脱したことをもって､裁量権の限界を超脱してはならないとする注
意義務を､怠った過失があるものということはできない｡他に右裁量権の行使に
つき､その職務上要求される注意義務を怠ったものと判断すべき事実を認めるに
足りる証拠はない｡
従ってこの点に関する原告の主張は採用の限りでない｡よってその余の点を判断
するまでもなく二月分及び三月分の手紙の発信留保を理由とする原告の被告国に
対する請求を棄却することとする｡｣
なお､この点については､拘置所に勾留されている者に対する幼年者との面会禁止
の措置は違法であるとしたものの､国の賠償責任については拘置所長の過失を否定し
たいわゆる監獄法施行規則事件 (最判平成3年7月9日民集45巻 6号1049頁)を参
照｡
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(14) 将来､本件について仮釈放申請がある場合､保護観察上､性犯罪者処遇プログラム
の導入などによって蓄積されるであろう知識経験が､本判決で示された要請 ･指摘に
対してどのように応えることになるのかが注目される｡
(15) この点で､覚せい剤事案に関しては再犯率が高い (内閣府 ･薬物乱用対策本部決定
(平成15年7月)｢薬物乱用防止新五か年戦略｣目標4)ところ､性犯罪に関しても
高いと指摘されていること (｢犯罪白書｣平成18年度版245頁6-41-15図)もあり､
再犯に及ばないように施設内でも社会内でも処遇する必要があるといえる｡また､岡
田和也 ｢保護観察の充実強化｣前掲ひろば32頁､前掲小新井論文22頁も参照のこと｡
(16) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第3回会議 (平成18年12月25日)醍
付資料16｢保護観察所における性犯罪者処遇プログラムの概要｣参照｡
(17) なお､この点に関しては､告知 ･聴聞の機会を保障すべきであるとの意見は実務の
運用で配慮されているとの前掲藤本論文9貢を参照のこと｡
(18) 仮釈放の審理を行ったときには､その内容を記載した審理票を作成しなければなら
ない (事務規程23条)0
(19) 審理票には､最小限何をどの程度記載すべきかを明確にしておくとともに､その様
式 ･表現方法も統一化する必要がある｡
(20) 保護観察官からの視点については､田中一哉 ｢これからの更生保護｣前掲ひろば43
頁を参照｡
(本学法科大学院教授)
